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1. はじめに 

帯鋼補強土壁とは，壁面に十字型の版状コンクリー

トパネルを用い，鋼製帯状ストリップを所定の間隔で

敷設することで，鉛直な勾配を有する盛土を構築する

工法である．図 1 に設計における内的安定計算の概念

図を示す．内的安定計算では，補強材張力が最大値とな

る点から壁面側を主働領域と仮定し，主働領域の土圧

と抵抗領域の補強材の引抜き抵抗力とがつり合うよう

に補強材長が決定されている 1)．本研究では，内的安定

計算において抵抗力が考慮されていない主働領域内に

敷設された補強材の力学的役割を検討するために，遠

心加速度 20 G において動的遠心模型実験を実施した． 

2. 実験概要 

本実験では，高さ8.25 mの帯鋼補強土壁を対象とし，

補強材の敷設領域が異なる 2 種類の実験を行った．図 2

に実験モデルの設計，図 3に用いた壁面の寸法，表 1に

壁面の機能を示す．実構造物の壁面は，1.5m ×1.5 m の

十字型をした版状のコンクリートパネル(厚さ 0.14 m)

が鋼棒を介し上下で連結されている．これより，全体と

しては柔な壁面である考えられる．実構造物を参考に，

厚さ 3 mmのアルミ板(E = 7.03×107 kN/m2)を用いて全

体として柔な壁面となるようにモデル化を行った． 

図 4に実験ケースの概略図を示す．Case-1 では，抵抗

力が期待されていない設計上の主働領域内のみに補強

材を敷設し，抵抗領域の補強材長さは 0 である．このた

め，内的な安全強度は 0 となる．一方 Case-2 では，抵

抗領域のみに補強材を敷設し，主働領域内には，摩擦抵

抗がなく張力だけを伝達するようにナイロン糸 ( = 

0.37 mm)を用いて壁面と補強材を連結した．補強材には，

幅 6 mm厚さ 0.5 mm のステンレスに両面テープを貼付

し豊浦砂を付着させ摩擦を再現させたものを用いた．

幅 620 mm，高さ 500 mm，奥行 150 mmの剛土槽に帯鋼

補強土壁の模型を設置し，その後，豊浦砂を用いて気中

落下法により相対密度 80 %の均質な乾燥砂地盤を作製

した．表 2に豊浦砂の物性値を示す．入力波は周波数 2 

Hz のテーパー付き正弦波 20 波とした．振動台最大加速

度 1.0 m/s2を第 1 加振とし，振動台の最大加速度が 1.0 

m/s2ずつ増加するように加振を行った． 
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表2 豊浦砂の物性値

比重 Gs

内部摩擦角  [deg] 

粘着力 c [kPa]

平均粒径D50 [mm] 
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0.20

38.9

0.0
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3. 実験結果と考察 

図 5 に各加振前後の様子を示す．設計上の主働領域

のみに補強材を敷設した Case-1 では，2.2 m/s2加振後ま

ではすべり面が確認されなかった．3.5 m/s2加振後には

補強領域背後の一部にすべり面が見られた．5.4 m/s2加

振後は補強領域内は一体となって挙動し，補強領域背

後に明瞭なすべり面が発生した．すべり面の角度は約

60 度であった．一方，抵抗領域のみに補強材を敷設し

た Case-2 では，加振前に壁面近傍ですべり面が確認さ

れた．すべり面は補強領域よりも壁面側で直線的に発

生し，その角度は約 72 度であった．その後，第１加振，

第 2 加振における変形はわずかであったが，第 3 加振

を入力する前にナイロン糸の破断が確認されたため，

安全を考慮して第 2 加振で実験を終了した．以上，Case-

1 と Case-2 の結果より，内的安定計算で抵抗力が考慮

されていない補強材部分も盛土の安定に大きく寄与し

ていることが明らかとなった． 

図 6 に各ケースの加振前後の壁面の変形量，補強材

張力および壁面に作用する土圧を示す．まず，Case-1 に

ついて整理する．3.5 m/s2加振後までは壁面中央がはら

みだすような変形であったが，5.4 m/s2加振後には，補

強領域が一体となって挙動し，壁面上部の変形量が最

大となった．また，全体として補強材に作用する張力は

小さかった．加えて，補強領域が一体となって挙動した

ことから，設計上の主働領域内に敷設された補強材は，

補強材張力の発現状態によらず，盛土材を拘束し一体

性を高める役割を果たしていると考えられる．また，壁

面の変形が大きかった中央(下から 6段目)において補強

材張力が大きく作用していることより，壁面の変形に

伴う補強材張力の発現についても今後検討する必要が

あると考える．Case-2 では，遠心加速度 20 G に到達し

た時点で補強材を敷設していない主働領域内ですべり

面が発生し，大きな変形が生じた．加振後も変形モード

は同様であった．補強領域の盛土は拘束され一体的と

なっていたものの，壁面近傍の盛土は拘束されておら

ず破壊する結果となった考えられる． 

4. まとめと今後の課題 

補強材張力の大きさによらず，設計上の主働領域内

に敷設された補強材が盛土の一体性および帯鋼補強土

壁全体の安定性に大きく寄与していることを確認した．

今後は，壁面の変形量と補強材張力の関係について明

らかにする必要がある． 
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